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リニア中央新幹線の全線同時開業を求める意見書 

 

リニア中央新幹線は、日本の大動脈を二重化し、国土の強靭化に資するとともに、東

京・名古屋・大阪の時間距離を大幅に短縮することで、世界に類を見ないスーパー・メガ

リージョンの成立を支える国土政策上、極めて重要な社会基盤である。 

このような今世紀最大の国家プロジェクトをＪＲ東海が単一企業の力で実現しようとす

る英断に敬意を表するとともに、企業として健全経営を維持するために、二段階開業をせ

ざるを得ない事情について、一定理解をするところである。 

全線同時開業と名古屋暫定開業における経済効果の差は全国で年間６，７００億円とな

り、日本のＧＤＰを０．１４％引き上げる国内最大規模のプロジェクトとなる。経済効果

が波及する地域は、直接的な効果が生じる首都圏、中部圏、関西圏のみならず、中国、九

州地方など全国に及び、地域創生を支える重要な交通基盤となる。しかし、全線開業と名

古屋暫定開業との間に、１８年もの空白期間を生じることは、日本にとって、またとない

成長機会を逸することになる。 

さらに、現在、東海道新幹線を最も利用しているのは、大阪圏～東京圏の利用者であり

（名古屋圏～東京圏に対して大阪圏～東京圏の利用者は１．６倍）、その最大の利用者が、

莫大なリニア中央新幹線建設費を負担するにもかかわらず、名古屋開業の１８年後でなけ

れば、その恩恵を受けることができないことも問題である。 

国土軸を新たに形成する、こうした国家的事業は、本来、日本の成長を考える立場から、

また一民間企業では負いきれない負担やリスクが予想される。 

よって国におかれては、建設時に重大な影響を与えかねない金利リスクを緩和する観点

から、財政投融資などの枠組みを用いた無利子資金や低利資金、あるいは政府保証など政

府による必要な金融支援策を講じられるよう要望する。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 


